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研究成果の概要：革新的新製品開発の前段階における外部資源導入と新製品の上市後の成功との

間の因果関係について構造方程式モデリングにより解析を行った結果、特に、化成品・素材・

製薬企業の新製品アイデアの創出段階において、外部資源のうち産学連携が顕著に効果がある

ことが判明した。また、外部資源導入先として大学、公的研究機関の割合が比較的高く、本格

開発段階では、サプライヤーや一般企業(委託製造会社や提携企業)の割合が多くなる。上市直

前の段階では、外部資源の導入はきわめて不活発であった。 
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１．研究開始当初の背景 

多くの先行研究において、企業は、低成長

経済下においても、新製品(自社の売上げに

新たに加えた、新しいブランド名(または新

しい品目名)を持った製品)の成功によって

高い成長と高い利益を確保することができ

ることから、新製品開発は競争戦略として重

要である。また、最近、研究開発の効率性向

上や新製品開発のスピードアップが求めら

れるとともに、産業技術が高度化し、システ

ム化・総合化しつつある。そうした背景の下

では、企業内単独での研究開発では、競争力

のある新製品開発が困難となりつつある。そ

こで、外部資源を活用したオープン・イノベ



ーション(H.Chesbrough:2003)が注目されて

きている。しかし、先行研究では企業の研究

開発パイプラインのどの場面において外部

資源を投入するのかという具体的な点が明

らかにされていない。以上のような背景から、

本研究ではオープン・イノベーションとして

外部資源を活用する場合に、新製品の開発の

前段階での適用が新製品が成功(利益が予想

どおり又は上回る状態)することに対して最

も効果が挙がるのではないかとの「仮説」を

新製品の種類(産業財または消費財)、業種

(機械、電機、製薬等)別に実証することとし

た。 

「新製品開発の前段階」とは、先行研究に

基づき図１のPhaseⅠおよびPhaseⅡの段階と

した。「新製品開発の成功」は「効率」と「効

果」の２つの要因とし、「効率」は投入資源の

縮減や上市時間短縮等、「効果」は、上市後の

利益、売上、市場シェア、競争力、顧客満足

度のいずれかが「前段階」での期待値と同等

以上とした。 
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図 1.新製品開発における前段階の位置づけ 

(2)研究方法 
 ①アンケート調査 
２．研究の目的 

わが国の製造業(公開、未公開、ベンチャー

企業)で 3 期連続での売上及び利益増企業に

おける革新的製品開発の前段階での 1)リー

ドユーザー、2)産学連携、3)ANALOGY、4)

ベンチャー企業等との M&A、5)アライアン

ス、6)技術移転(ライセンスによる技術導入)

等外部資源活用と、新製品の上市後の成功(売

上、利益、市場シェアー、新技術創出、新市

場創出等)との間の因果関係について、大規模

アンケート調査結果(2,000 社送付。回答数

450 社)を構造方程式モデリングを用いて分

析した。研究対象業種は次の通り。なお、企

業の選定に当っては①顧客の種類(産業財か

消費財か)、②企業規模(大企業、中小企業の

割合)、等を勘案した。具体的には、先行研究

である(藤本隆宏・安本雅典（2000）『成功す

る製品開発－産業間比較の視点』有斐閣)を参

考に次の通りとした。 

本研究では、以下により、革新的新製品開

発の前段階での外部資源を利用した製品開

発プロセス構築を目的とした。 

(1)革新的新製品開発プロセス中での外部資

源活用の位置づけとして開発の前段階

(FFE)が効果的であるという仮説を新製品

の新規性の程度、製品・業種別に明らかに

する。 

(2)産学連携等外部資源を新製品開発の前段

階で市場面、技術面の不確実性の低減のた

めの手法として活用した場合と、新製品開

発の開発段階での活用とで、いずれが新製

品開発の成功との間での因果関係があるか

を明らかする。 

(3)外部資源を導入する場合の企業文化の影

響について明らかにする。 
 

 
３．研究の方法 

(1)電子部品（IC チップ、マイコンなど） 
革新的製品(新規性の程度が高い)新製品開

発の前段階(FFE)における外部資源活用と、

新製品の上市後の成功(「効果」、「効率」)

との間の因果関係があるのではないかとい

う仮説を検証した。 

(2)電子機器（オーディオ・ビジュアル機器な

ど） 

(3)精密機器（ファックス、パソコンなど） 

(4)自動車（普通乗用車など） 

(5)化成品・素材（化学合成品、磁気ディスク(1)定義 



など） 

(6)食品（加工・冷凍食品、清涼飲料水など） 

(7)衣料（紳士・婦人服、衣料用繊維など） 

(8)機械部品（メカ部品、ユニット部品） 

(9)薬品（医薬品など） 

(10)ソフト（アプリケーション・ソフトなど） 

 図２の研究フレームワークの各項目につ

いて、7 ポイントリッカートスケールによっ

て評価した数値を分析した。 
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図2.研究フレームワーク 

②インタヴュー調査 

アンケートの解析結果について、回答企業

にたいするインタヴュー調査を行い、統計解

析結果についての理由等についてさらに原

因を追究した。 

 
４．研究成果 

わが国の製造業(公開、未公開、ベンチャー

企業)で 3 期連続での売上及び利益増企業に

おける革新的製品開発の前段階での 1)リー

ドユーザー、2)産学連携、3)ANALOGY、4)

ベンチャー企業等との M&A、5)アライアン

ス、6)技術移転(ライセンスによる技術導入)

等外部資源活用と、新製品の上市後の成功(売

上、利益、市場シェアー、新技術創出、新市

場創出等)との間の因果関係について、大規模

アンケート調査結果(2,000 社送付。回答数

450 社)を統計解析ソフトウェア(SPSS)を用

いて分析した。その結果、産学連携以外のす

べての外部資源と売上、市場シェアー拡大、

利益及び新市場創出との間の因果関係が認

められた。また、技術移転以外の外部資源導

入と新技術創出との間の因果関係も認めら

れた。一方、リードユーザー、産学連携、ア

ライアンスは外部からの市場及び技術情報

の獲得に有効であることが明らかになった。

以上要するに、好業績企業は各種の外部資源

をその目的に応じて多様な活用を行ってい

ることが明らかになった。また、新製品開発

プロセスのフロントエンド(開発の前段階) 

で外部資源を導入した場合の新製品の成功

確率が高まることも判明した。   

しかし、フロントエンドで外部資源を導入

したにも関わらず新製品が失敗したプロジ

ェクトのインタヴュー調査を実施した結果、

外部資源導入企業の新製品開発チームの吸

収・活用能力の欠如や導入企業の企業風土に

よるとみられる制約により外部資源が活用

されなかった事例が多く見受けられた。   

また、受入れ企業側の企業風土によるとみ

られる制約が存在している理由としては、①

自社の人材が育成できない、②自社での新製

品開発マネジメントノウハウが蓄積できな

い、をインタヴュー調査の際に回答した企業

が多かった。 

さらに、上記の統計解析結果についてその

理由等を追及するために、回答企業の新製品

開発チームリーダーに対し、インタヴュー調

査を実施した。回答は、7 ポイントリッカー

トスケールにより行った。 

 研究開発プロジェクトにおける外部資源活用ツールの導入状況（除欠損デー
タ）
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(注)①リードユーザー、②産学官連携、③

ANALOGY、④M&A、⑤ライセンス、⑥その他 



図３．外部資源活用手法の活用状況 

その結果は、図３に見られるように、産学

官連携やライセンスなどの技術移転手法が

かなり積極的に活用されていた。また、これ

らの手法が利益に貢献しているかどうかに

ついての質問に対する回答は図４のとおり、

ライセンスについては肯定的であった。 

研究開発プロジェクトにおける外部資源活用ツールの導入による利益の増大
（除欠損データ）
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図 4.外部資源活用手法別の活用効果(利益) 

本研究で得られた成果の国内でのインパ

クトとしては、日本の大企業で M&A 等の外

部資源獲得が新製品の成功に結びつかない

ことが多い理由、経営資源の補完が必要な中

小企業で外部資源導入が低調な原因、大学か

らの技術移転が進展しない要因、など今まで

解明されていない大きな課題の原因解明に

つながる等の学術的波及効果が期待できる

ほか、さらに、オープン・イノベーションや

外部資源の適切な導入にも資するものと考

える。 
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